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統計情報部 政策統括官

大臣官房参事官（サイバーセキュリティ・情報システム管理担当）

普 及 相 談 室 普 及 相 談 室

１　組織再編による政策統括官（統計・情報政策担当）の設置について

改編前 現行

部 長 政 策 統 括 官 （ 統 計 ・ 情 報 政 策 担 当 ）

サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ ・ 情 報 化 審 議 官 ※　情報システムに関する事務に限る

企 画 課 参 事 官 （ 企 画 調 整 担 当 ）

統 計 ・ 情 報 総 務 室

国 際 分 類 情 報 管 理 室 国 際 分 類 情 報 管 理 室

情 報 シ ス テ ム 管 理 室

統 計 企 画 調 整 室 統 計 企 画 調 整 官

統 計 企 画 調 整 室

審 査 解 析 室 審 査 解 析 官

審 査 解 析 室

人 口 動 態 ・ 保 健 社 会 統 計 課 参事官（人口動態・保健社会統計担当）

人 口 動 態 ・ 保 健 社 会 統 計 室

行 政 報 告 統 計 室 行 政 報 告 統 計 室

雇 用 ・ 賃 金 福 祉 統 計 室

保 健 統 計 室 保 健 統 計 官

保 健 統 計 室

社 会 統 計 室 社 会 統 計 官

社 会 統 計 室

世 帯 統 計 室 世 帯 統 計 官

世 帯 統 計 室

雇用・賃金福祉統計課 参 事官 （ 雇 用 ・ 賃 金 福 祉 統 計 担 当 ）

賃 金 福 祉 統 計 室 賃 金 福 祉 統 計 官

賃 金 福 祉 統 計 室

調 査 官

政策統括官（社会保障担当） 大 臣 官 房 参 事 官 （ 情 報 化 担 当 ）

情 報 シ ス テ ム 管 理 室

大臣官房参事官 （情報政策担当） 情 報 化 担 当 参 事 官 室

情 報 政 策 担 当 参 事 官 室

サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 担 当 参 事 官 室

情 報 シ ス テ ム 管 理 官
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２ 統計調査等業務・システム最適化の取組 

○電子政府構築計画 

 「電子政府構築計画」（平成15年7月CIO連絡会議決定）において策定することとされた「統計

調査等業務の業務・システム最適化計画」は、各府省等で行われている統計調査等業務を府
省横断的に見直し、経費・業務の簡素合理化、利便性の向上を図るため、 

・各府省等の情報システムの集約（政府統計共同利用システムの整備） 

・業務の簡素・合理化（業務処理の共通化、一元化・集中化、情報の標準化、外部資源の活用
等）を骨子として、平成18年3月31日にCIO連絡会議において決定されたものである。 

 

○厚生労働省における最適化計画に基づく具体的な取組 

 厚生労働省における最適化計画に基づく具体的な取組としては、平成20年度から、統計調査
結果を「政府統計共同利用システム」のポータルサイトである「政府統計の総合窓口（e-Stat）」
から提供している。これにより、利用者はe-Statにアクセスするだけで、府省間、統計調査間を
意識せず、横断的に各種情報を利用することが可能となっている。 

 また、「政府統計共同利用システム」は、オンライン調査の機能も有しており、現在、当省にお
いては、毎月勤労統計調査、労働組合基礎調査など８調査で導入している。 

 今後も同システムを活用し、行政コストや業務の合理化を図ることとしている。 
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例）厚生労働省ホームページにおける各統計調査のページ 

統計調査等業務・システム最適化の取組 
①政府統計の総合窓口（e-Stat）からの統計表データの提供 
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平成20年７月より、政府統計の総合窓口（e-Stat）から提供 

■厚生労働省ホームページ（厚生労働統計一覧）： 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html 

 

■政府統計の総合窓口（e-Stat）： 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do 

 

各府省は個別に提供していた統計表を「政府統計の総合窓口（e-Stat）」からの提供に一元化 

 厚生労働省ホームページの各統計調査のページから e-Stat へのリンクを掲載 

○○統計調査 

統計表一覧 

○○統計調査 

統計表 

○○表 

○○表 

○○表 

○○表 

○○表 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do


統計調査等業務・システム最適化の取組 
②政府統計共同利用システムを利用したオンライン調査 
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調査対象者の負担軽減や利便性の向上、都道府県や市区町村等の統計調査等業務の効率化を図るために、  

 調査対象者がインターネット回線を経由して、自宅や職場のパソコンから電子調査票に回答可能なオンラ  

 イン調査システムを整備 

厚生労働省では、毎月勤労統計調査、労働組合基礎調査等の８調査がオンライン調査を実施 



統　計　調　査　名

平成２９年
 　　　　５月 第７回２１世紀出生児縦断調査（平成２２年５月出生児）

 　　　　６月 国民生活基礎調査（世帯票）、国民生活基礎調査試験調査（世帯票）

 　　　　７月 雇用動向調査（上半期） 

労働組合基礎調査

労使間の交渉等に関する実態調査

労働災害動向調査(総合工事業調査（上半期）)

　　　　　　　　　 賃金構造基本統計調査

国民生活基礎調査（所得票）、国民生活基礎調査試験調査(所得票）

第１５回２１世紀出生児縦断調査（平成１３年７月出生児）

 　　　　８月 毎月勤労統計調査（特別調査）　※

賃金引上げ等の実態に関する調査

 　　　　９月 患者調査（退院票）

 　　　 10月 派遣労働者実態調査

社会福祉施設等調査

　　　　　　　　　 介護サービス施設・事業所調査

医療施設静態調査
患者調査（退院票を除く）
受療行動調査

 　　　 11月 労働安全衛生調査（特定業種の労働災害防止対策実態調査（仮称））

第６回２１世紀成年者縦断調査（平成２４年成年者）

第１３回中高年者縦断調査

平成３０年

 　　　　１月 雇用動向調査（下半期）

労働災害動向調査(事業所調査)

          〃　　(総合工事業調査（下半期）)

就労条件総合調査

（注１）　労働統計調査については、ゴシックとしている。
（注２）　上記のほか、毎月実施する調査として、毎月勤労統計調査 ※、労働争議統計調査 ※、人口動態調査及び医療施設動態調査等、
　　　　　四半期ごとに実施する調査として、労働経済動向調査がある。
（注３）　　※は都道府県に協力を依頼している調査である。

３　平成２９年度政策統括官（統計・情報政策担当）の調査実施計画（統計関係）

労使関係総合調査 ※ 
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統計改革の基本方針 ① 

                     統計改革の基本方針（抜粋） 
                 ＜平成28年12月21日経済財政諮問会議決定＞ 

１．基本的考え方 
２．具体的な取組 
（１）正確な景気判断のためのGDP統計を軸にした経済統計の改善 
（２）府省横断的な統計整備の推進 
（３）統計委員会・統計行政部門の強化等 
（４）公的統計の整備に関する基本的な計画の前倒し改定  

 （１）から（３）まで及び公的統計整備に関する近年の取組の成果を踏まえ、現行の公的統計の整備
に関する基本的な計画を平成２９年中に見直し、新たな統計整備方針を確立する。  
 
３. 統計改革推進会議（仮称）の設置  

 政府全体におけるＥＢＰＭの定着、国民のニーズへの対応等の統計行政部門を超えた見地から推進
するため、関係閣僚等で構成する統計改革推進会議（仮称）を設け、改革の大きな方向性を取りまと
めるとともに、改革の進捗状況をチェックする。  

 統計改革推進会議では、以下に掲げる抜本的な統計改革、一体的な統計システムの整備について
検討し、具体的な方針を取りまとめ、来夏の骨太方針に反映するとともに、統計委員会、関係府省等
が連携して進める具体的取組の進捗状況をチェックし、改革を後押しする。  
  •ＧＤＰ統計の精度向上、生産面を中心に見直した GDP統計への整備等、経済統計の改善  
  •統計システムの再構築（利用者視点に立った信頼性向上等）  
  •統計行政部門の構造的課題への対応（人員・予算等の検討、人材の育成・確保、業務の 
   効率化等）  6 



平成28年12月7日 第20回経済財政諮問会議 高市議員提出資料抜粋 

統計改革の基本方針  ② 

7 



平成28年12月7日 第20回経済財政諮問会議 山本臨時議員提出資料抜粋 

統計改革の基本方針 ③ 
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平成28年12月7日 第20回経済財政諮問会議 山本臨時議員提出資料抜粋 

統計改革の基本方針 ④ 
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統計調査の適切な実施について 

  都道府県を通じて行っている調査に関しても、正確な統計が作成・公表されるよう、 
その適切な実施について引き続きご協力をお願いする。 

 
（1）平成28年11月17日、本統計調査の請負先からの連絡を受けて、過去の統計数値について調査を行ったところ、当省ホーム 
  ページで毎月公表されている統計調査の数値と、実際に企業から回答された数値との間に、大きな乖離があることが確認さ 
  れました。 
（2）具体的には、平成24年3月以降の統計作成に当たり、過去に企業から回答があった数値を、長期間にわたりそのまま使用 
   していたことが確認されました。 
  これは、統計上必要な調査対象企業数に比べ、調査票の回答数が減少してきたことに伴い、一定の調査回答数を維持する 
  ために行われていたものと考えられます。 
  また、過去に企業から回答があった、これらの数値の一部について、平成25年4月以降、6年かけてゼロにする処理を行って 
  いたことが確認されました。 
（3）なお、平成24年2月以前の数値については、統計調査の数値と実際の企業からの回答数値の間 
  に乖離がある可能性はあるものの、調査個票の文書保存期間の経過により、照合ができないことから、事実関係の確認は 
  できませんでした。 

 
   ＜前略＞ 
（記 者） 経済産業省が、繊維流通統計で、回答数の減少を補うために過去のデータを長期間にわたって流用を続けてまして、 
                   実態とかい離した統計結果を公表していたと発表しました。この受け止めと、統計などに関しましてこうしたことがもし 
                  かしたら氷山の一角である可能性もないわけじゃないと思いますが、今後の対応について御見解をお願いいたします。 
（官房長官） まず、不適切なこの統計処理が行われたという報告を受けております。本件については、何もこの繊維流通統計 
                    調査だけでなくて、統計全体の信頼を損ねかねない、極めて重大な事案であるというふうに政府は考えてます。その 
                    ため、経済産業省において全統計一斉点検を行いました。結果として、同様の問題がないということは確認できたと 
                   いう報告は受けてます。この繊維の統計ですけども、ニーズが減少しており、今後廃止することにしました。いずれに 
                   しろ、不適切な業務実態の事実関係、これを詳細に確認した上で、早急に必要な処分を行いたい、こういうふうに思い 
                   ます。 
   ＜後略＞ 

【「繊維流通統計調査」事案概要（経産省ＨＰ抜粋）】 

【菅内閣官房長官記者会見要旨（平成28年12月27日（火）（抄））】 



施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

統計調査等業務・システム最適化の
取組
　　　　　　　　　　　　　　　（２頁）

統計企画調整室 統計開発係 伊藤　聡子 7374

労働組合基礎調査
　　　　　　　　　　　　　　　（５頁）

雇用・賃金福祉統計室 労使関係第一係 鈴木　光子 7665

労使間の交渉等に関する実態調査
労働争議統計調査
　　　　　　　　　　　　　　　（５頁）

雇用・賃金福祉統計室 労使関係第二係 五阿彌　由子 7667

毎月勤労統計調査
　　　　　　　　　　　　　　　（５頁）

雇用・賃金福祉統計室 企画調整係 遠藤　健太郎 7610

統計改革の基本方針等    （６頁） 統計企画調整室 調整係 大平　泰士 7376

５　政策統括官（統計・情報政策担当）　照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）
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